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Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）

Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

原子力立地給付金交付事業 愛媛県

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

第六次愛媛県長期計画「愛媛の未来づくりプラン」
　《基本政策２》やすらぎの愛顔あふれる「えひめ」づくり
　　　政策⑥　安全・安心な暮らしづくり
　　　　政策３４　原子力発電所の安全・防災対策強化
　伊方発電所の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解促進を図ります。
　給付金の交付により、地域住民の電気代を実質的に減額することで、地域住民の発電施設設置への理解促進を図ります。

交付金事業の成果目標及び成果実
績

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

令和元年度　

交付金事業に要した経費

116,630,5161
給付金交付助
成措置

事業終了（予定）年度 令和元年度　事業開始年度

成果目標 成果指標

事業期間の設定理由

達成度

％

令和２年度　

成果実績

目標値

給付金の交付達成
割合　100％

伊方発電所の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解促進を図りました。給付金の交付により、地域住民の電気代を実質的に減額する
ことで、地域住民の発電施設設への理解促進を図ることができました。成果指標に基づく成果実績は、分母が交付申請時の見込金額の
ため、91.5％にとどまりますが、当該分母はあくまで申請時の基準日（令和元年10月1日）の電灯・電力需要家数を推計した数値に過ぎ
ず、実績報告に記載の基準日（令和元年10月1日）の電灯・電力需要家数を基に算出される交付すべき給付金額112,722,933円で実際に
交付した給付金額112,686,489円を除した値は99.96≒100.0％（小数点第2位を四捨五入）となることから、実質的には目標を達成され
ています。

交付金事業の名称

給付金交付助成措置 原子力立地給付金交付事業
番号
1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名

交付金事業実施場所

交付金事業の概要

措置名

91.5

100

91.5%

％

％

番号
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業の名称措置名 備　考交付金充当額

116,630,516

愛媛県

給付金の交付達成
割合：交付給付金
額÷交付すべき給
付金額×100

（単位：円）

伊方町（旧伊方町、旧瀬戸町、旧三崎町）、八幡浜市（旧保内町）

原子力発電施設等の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解を促進するため、小売電気事業者等から電気の供給を受けている一般家
庭、工場等に対して給付金を交付します。

単位 評価年度



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

経済労働部産業雇用局産業政策課

経済労働部産業雇用局産業政策課、伊方町総合政策課原子力政策室、八幡浜市企画財政部政策推進課

計

116,630,516

140,920,857

　

140,920,857

137,138,956

137,138,956

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

116,630,516 116,630,516

令和元年度平成30年度

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

116,630,516

97.7%

140,920,857 137,138,956 116,630,516

116,630,516

％ 94.5%

給付金の交付金額

136,155,418 133,939,935

139,356,581

備　考（令和元年度）

達成度

平成29年度交付金事業の総事業費等

116,630,516

原子力立地給付金の交付業務 補助 一般財団法人電源地域振興センター 116,630,516

令和元年度

91.5%

112,686,489

平成30年度

活動実績

活動見込 141,804,653 123,190,739

活動指標

円

円

単位

交付金事業の契約の概要

交付金事業の活動指標及び活動実
績

平成29年度
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Ⅰ．事業評価総括表（令和元年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業実施場所

事業期間の設定理由

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

伊方発電所地先水域

交付金事業の概要
水質、水温、流動、拡散、プランクトン、付着動植物及び漁業実態に係る調査。伊方発電所の温排水が、付近の漁場や漁業に与える影
響の有無を調査したうえで安全性を明らかにし、その結果を公表することにより原子力発電所の安全性に対する漁業者等地域住民の信
頼向上に努めます。

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県、伊方町、四国電力株式会社が昭和51年３月31日に締結した伊方原子力発電所周辺の安全確保及び環境保全に関する協定書及び
確認書に基づき付近の漁場や漁業に与える影響を調査し、結果を公表することにしています。
【目標】
調査結果報告書の作成（前年度分）　　１回／年

交付金事業に要した経費

1,902,065 1,902,0651
地域活性化措
置

伊方発電所温排水影響調査事業 愛媛県

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業の名称

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置 伊方発電所温排水影響調査事業

番号

措置名

1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県



伊方原子力発電所環境安全管理委員会（令和２年７月開催予定）

評価に係る第三者機関等の活用の有無

有

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和２年度（委員会開催日～令和３年３月末）

成果実績

目標値

達成度

評価年度の設定理由

事業実施翌年度に伊方原子力発電所環境安全管理委員会において審議・承認を受けているため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価年度の設定理由

毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度に評価を実施。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

０件

成果目標

成果実績

目標値

成果指標

達成度

件

件

地元住民からの苦
情件数（前年度調
査結果の公表日
（R1.8.27）から
１年間）

0

評価年度 令和２年度（公表日の１年後～令和３年３月末）















計 8,069,420

交付金事業の活動指標及び活動実
績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成29年度単位

活動実績

活動見込

交付金事業の成果目標及び成果実
績 評価年度の設定理由

整備から１年が経過する令和２年度末にアンケートを実施し、評価を３年度に実施します。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

80％以上

成果目標 成果指標

令和元年度平成30年度

達成度

％

％

活動指標

整備した機器の台数

1 1 1

1

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費等

1 1

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

達成度

2,201,040

台

台

852,120 2,201,040 8,069,420 8,069,420

8,016,800

7,963,440

7,963,440

7,963,440

7,963,440

852,120

バスを利用する学
生等へのアンケー
トの満足度（回答
数80名以上）

80

評価年度 令和３年度

成果実績

目標値

100.0% 100.0%100.0%

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

農林水産部農政企画局農政課農地・担い手対策室

農林水産部農政企画局農政課農地・担い手対策室

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入【マイクロバス】 （一般）入札 愛媛日野自動車株式会社

その他【重量税】

その他【自賠責保険料】

その他【リサイクル料】

随意契約

随意契約

随意契約

愛媛県自動車整備振興会

全国共済農業協同組合連合会

公共財団法人自動車リサイクル促進セン
ター

12,300

15,370

24,950

852,120

2,201,040























交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

農林水産部農業振興局畜産課

農林水産部農業振興局畜産課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入 （一般）入札 株式会社愛媛洋行 8,019,000

8,019,000

8,019,000

8,019,000

8,019,000

2,896,908

2,896,908

0

0

2,949,018 0 8,019,000 8,019,000

達成度

活動指標

式

式

100.0% 0.0% 100.0%

取得した機器の台数

1 0 1

1

交付金事業の契約の概要

交付金事業の総事業費等

令和元年度平成30年度

0 1

平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

平成29年度単位

活動実績

活動見込









交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和３年度

対前年度入所者増
加率　100％以上

対前年度入所者増
加率：２年度入所
者数÷元年度入所
者数×100

成果実績 ％

目標値 ％ 100

達成度

評価年度の設定理由

交付金を活用した設備の導入が令和元年度であり、２年度の実績を踏まえ、年間の評価を３年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

1

達成度 0.0% 100.0% 100.0%

令和元年度

取得した機器の台数

活動実績 式 0 3 1

活動見込 式 0

交付金事業の総事業費等 平成29年度 平成30年度 令和元年度 備　考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 平成29年度 平成30年度

3

総事業費 0 12,679,200 4,125,000 4,125,000

うち経済産業省分 0 12,679,200 4,125,000 4,125,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 0 12,679,200 4,125,000 4,125,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 保健福祉部生きがい推進局障がい福祉課

交付金事業の評価課室 保健福祉部生きがい推進局障がい福祉課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入 （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 4,125,000
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（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

評価に係る第三者機関等の活用の有無

無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和４年度

900億円 漁業生産額

成果実績 億円

目標値 億円 900

達成度

評価年度の設定理由

基本計画の最終年度の漁業生産額を成果目標としており、漁業生産額は2年後に公表されるため

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
第5次愛媛県水産振興基本計画（平成28年度～令和2年度）
　基本目標1　もうかる漁業の確立
　　（2）魚類養殖業の振興
　　　　②生産原価の削減
　　　　　○キャッシュフロー経営の実践
　　　　　　生産効率を重視した新しい養殖経営を支援します。
【目標】
漁業生産額　900億円（令和2年度）

事業開始年度 令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県

交付金事業実施場所 愛媛県宇和島市下波（愛媛県農林水産研究所水産研究センター）

交付金事業の概要
宇和海における増養殖産業に係る研究及び漁海況調査等を行っている水産研究センターにおいて使用する機器について、電源立地地域
対策交付金を活用して整備します。
　整備する機器：非接触魚体測定装置　１式

1 企業導入・産業活性化措置 水産試験分析機器等整備事業

交付金充当額 備　考

1
企業導入・産
業活性化措置

水産試験分析機器等整備事業 愛媛県 6,710,000 6,710,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称
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（単位：円）

交付金事業の名称措置名

総事業費
10,356,000

交付金事業に要した経費

6,633,000 6,633,0001 福祉対策措置 嶺南分遣所運営事業 四国中央市

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

措置名 交付金事業の名称

福祉対策措置

番号

1

119番通報に対して即
応した件数÷市民か
らの119番通報件数×
100

100

100

100%

評価年度 令和元年度

成果実績

目標値

◎嶺南分遣所に勤務する消防士8名の人件費（9月～12月分)
四国中央市嶺南地域は、山間部に位置する過疎地域です。その中で嶺南分遣所は、柳瀬ダム、富郷ダム周辺にある嶺南地区の人々にとって、
安心・安全な生活を送るうえでなくてはならない重要な機関です。嶺南分遣所に勤務する消防士は、火災発生時における消火活動のみなら
ず、地震や風水害といった災害発生時における救助、救出、警戒巡視や住民の避難誘導など様々な現場で活躍し、日頃から地域住民の不安解
消に努めています。しかし、いつ発生してもおかしくないとされる「南海トラフ地震」では、生活道路、ライフライン等が寸断され、陸の孤
島となることが危惧されており、これまで以上に防災への意識が強まる中、これらの活動を毎日24時間行うための人員確保が難しく、安定的
な嶺南分遣所運営が懸念されていますが、本事業の実施により、人員の配置の安定化が図られ住民の信頼と期待に応えることのできる運営が
可能となります。

嶺南分遣所運営事業

交付金事業に関係する都道府県又は
市町村の主要政策・施策とその目標

四国中央市第二次総合計画　後期基本計画（平成31年度～平成34年度）
　基本方針３　快適な集いと定住のまちづくり
　　施策１４防災・減災対策強化
　　　（１）全市的な防災体制の充実
　　　　・全市的な防災体制の強化に向け、市・関係機関を含む組織体制づくりを進め、消防防災センターを核に、高機能消防指令
　　　　　センター、常備消防施設の適正配置、地域における消防・防火施設、各種消防車両や資機材の整備を図ります。
　　　　　また、大規模災害に備え、市域・県域を越えた広域連携を進めます。
　　　○主な関連計画：四国中央市地域防災計画
目標：防災・減災体制を強化し、「みる防災、みえる危険、みえる安全、みてわかる活動」を合言葉に、市民・地域とともに安全な
　　　まちづくりを目指します。

交付金事業の成果目標及び成果実績

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 四国中央市

100.0% 100.0%

嶺南分遣所消防士(24時間勤務対応)の雇
用量（雇用人数(人)×雇用期間(月)）

32 32
32

達成度 ％

活動指標
人月
人月

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

成果目標 成果指標

令和元年度

事業期間の設定理由

達成度

％

％

％

32
交付金事業の活動指標及び活動実績

平成30年度単位
活動実績
活動見込

評価年度の設定理由

事業改善を図るため、事業実施後早期に評価を実施するため

本事業の実施により嶺南分遣所の適正な人員配置が維持され、市民から119番通報に対し、消防車、救急車などの出動が100％即応できまし
た。（119番通報10件→出動10件）高齢者が多いこの地域にとって、日常生活の身近な場所から出動要請に応えてくれる嶺南分遣所は、安心、
安全な生活を送るうえでの拠りどころとなっており、今後も住民の信頼と期待に応えるべく、消防士の確保及び適正配置に努めていきたいと
思います。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

市民からの119番通報
に対して、消防車両
等の出動が即応でき
た件数の割合100％の
維持

交付金事業実施場所 四国中央市嶺南地区

交付金事業の概要



交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

消防本部　安全危機管理課

総務部　総務調整課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
消防職員人件費 雇用 消防職員８名 10,356,000

6,633,000

6,633,000

5,133,000

5,133,000

6,633,000

6,633,000

交付金事業の契約の概要

10,836,800 10,356,000 10,356,000

交付金事業の総事業費等 平成30年度 令和元年度
備　考

（令和元年度）

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分



別紙
Ⅰ　事業評価総括表（令和元年度）

総事業費
2,832,000

交付金事業に要した経費

2,500,000 2,500,0001
地域活性化措
置

新宮地域福祉バス運行事業 四国中央市

番号 備　考交付金充当額
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名

（単位：円）

交付金事業の名称措置名



Ⅱ．事業評価個表（令和元年度）

交付金事業の活動指標及び活動実績

平成29年度単位
活動実績
活動見込

評価年度の設定理由

事業改善を図るため、事業実施後早期に評価を実施するため

本事業の実施により、福祉バスを運行するうえで必要不可欠である運転手を確保することができ、安定的な運行を継続することができまし
た。この地域は自ら移動手段を持たない高齢者が多い地域であるため、福祉バスは生活に密着した重要な交通手段となっており、運行に関し
て更なる充実を望む声はありましたが、成果指標とした苦情件数については０件でした。今後も住民が利用しやす福祉バスとなるよう、路線
や時刻表の見直し等も視野に入れ、継続維持に努めていきたいと思います。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

単位

運行に関する住民か
らの苦情件数　目標
件数0件

交付金事業実施場所 四国中央市新宮地区

交付金事業の概要

活動指標
人月
人月

令和元年度 事業終了（予定）年度 令和元年度事業開始年度

成果目標 成果指標

令和元年度平成30年度

事業期間の設定理由

達成度

件

件

％

21 12
100.0% 100.0% 100.0%

福祉バス運転手の雇用量
（雇用人数（人）×雇用期間（月））

21 21 12
21

達成度 ％

番号

1

運行に関する住民か
らの苦情件数

0

0

100

評価年度 令和元年度

成果実績

目標値

◎福祉バス運行に係る運転手3名分の人件費（9月～12月分)
新宮地域は高齢者人口53％を超える山間部の過疎地域であり、独居高齢者の占める割合が大きい地域です。こうした中、公共交通機関の乏し
い当該地域では、福祉バスが生活に欠かせない交通手段となっています。また、福祉バスは新宮ダム周辺地域を含む新宮地域内の運行に加
え、川之江地域や三島地域への交通機関とも接続していることから、新宮地域のみならず、近隣地域と繋がる生活交通として重要な事業と
なっています。現在、福祉バスは3台での運行を維持しておりますが、福祉バスの運転手は二種免許取得者又は自家用有償運送の講習受講者で
なければ運転することができないため、運転手の新規雇用は非常に困難であり、今後の継続的な事業運営が懸念されています。本交付金の活
用により運転手の雇用の安定化が図られることで継続的な福祉バス事業の運営が可能となり、当地域の居住する住民の生活の向上が図られま
す。

新宮地域福祉バス運行事業

交付金事業に関係する都道府県又は
市町村の主要政策・施策とその目標

四国中央市第二次総合計画　後期基本計画（平成31年度～平成34年度）
　基本方針３　快適な集いと定住のまちづくり
　　施策１２　円滑な交流基盤の整備　産業活力と生活利便性を支える円滑な都市交通体系の実現を目指します。
　　　（３）公共交通の確保
　　　　・路線バスについては、バス会社と連携しながら現行路線の維持確保に努め、デマンドタクシーについても、持続可能な
　　　　　運行方法などを見出していくとともに、高速バス利用の利用性向上にも努めます。また、歩いて暮らせる集約型のまち
　　　　　づくりを進める中で、公共施設などを公共交通でつないでいくことを検討します。
目標：産業活力と生活利便性を支える円滑な都市交通体系の実現を目指します。

交付金事業の成果目標及び成果実績

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 四国中央市

措置名 交付金事業の名称

地域活性化措置



総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

交付金事業の総事業費等 平成29年度 平成30年度 令和元年度
備　考

（令和元年度）

4,512,000 4,956,000 2,832,000 2,832,000

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
福祉バス運行に係る運転手人件費 雇用 運転手３名 2,832,000

2,500,000

2,500,000

2,500,000

2,500,000

4,000,000

4,000,000

4,000,000

4,000,000

交付金事業の契約の概要

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

経済部　観光交通課

総務部　総務調整課
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